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に座っている、というような表現もなされている。しかしながら、ＡＳＥＡＮはいうまでもなく中小国連合であり、周りを取り巻く大国とでは、国力の面でも地域や国際社会における影響力の面でも比べるべくもない。そのようなＡＳＥＡＮがなぜ東アジアにおける地域アーキテクチャーの「ハブ」でいられるのだろうか。本稿では、そ ことを念頭 置きながら、ＡＳＥＡＮの対外関係のこれまでの展開過程と現状を明らかにし、 そのうえ 今後の展望について論じ 。●ＡＳＥＡＮの域外連携とアジア
における地域制度の展開一九六七年に発足したＡＳＥＡＮは、表
向きには経済協力がその目的として掲げられていたものの、実際にはすぐ て政治的な目的を動機として出発 た。 目的とは、ベトナム戦争 さなか おける共産主義への対抗と、六〇年代に紛争の絶えなかった東南アジア域内諸国間の関係の安定化である。しかしながら七〇年代に入り、ＡＳＥＡＮの重要なもうひとつ 機能が浮上した。それは、ＡＳＥＡＮとして、関係
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は域外諸国とＦＴＡを締結し、それらの国々との経済的連携関係 強化する動きを進めている。中 とは〇二年一一月に包括的経済協力枠組み協定を締結し、〇五年から関税の引き下げが開始されている。ま 、〇七年一月にはサービス貿易について 協定も締結し、同年七月に施行された。日本とは〇三年一〇 「枠組み」に署名した後、本交渉期間を経て、〇八年三月二日ＡＳＥＡＮ経済連携協定が締結され、一二月に発効した。そのほか、オーストラリアとニュージーランドで構成されているＣＥＲ、インドといった国々・地域とＡＳＥＡＮの間でＦＴＡが署名され、また発効している。アメリカは、ＡＳＥＡＮとＦＴ は結んでいないが、〇二年に発表したＡＳＥＡＮとの経済連携構想（Ｅ Ｉ）に基づき、貿易・投資枠組み協定 ＴＩＦ ）を〇六年に締結した。また、ＥＵ の間ではＦＴＡは交渉中、ＧＣＣおよびパキスタンとはその検討のための共同研究がなされている。
さらに〇五年一二月には、やはりＡＳＥ
ＡＮを制度的核としたＥＡＳが発足した。ＥＡＳのもととなった「東アジアサミット





日本 ○＊1 ◎ ○（2004）
中国 ○ ◎＊7 ○（2003）
韓国 ○ ◎＊8 ○（2004）
オーストラリア ○ ○（CER） ○（2005）
ニュージーランド ○ ○（CER） ○（2005）
カナダ ○ × ×
アメリカ ○ △＊9 ○（2009）	
ロシア ○ × ○（2004）
インド ○ ○ ○（2003）
パキスタン △＊2 × ○（2004）
パプアニューギニア △＊3 × ○（1989）
東ティモール △＊4 × ○（2007）














Ｎ諸国の戦略である。とくに経済面におけるグローバリゼーションが進展するなかでの「生き残り」をかけたＡＳＥＡＮ諸国は、市場と投資先の確保といった両面から、ＦＴＡを通じた域外連携 進めている。またさらに広い見地から、東アジアにおける地域秩序を ＳＥＡＮ諸国にとって望ましい形で安定化させるため、ＦＴＡのみならずＴＡＣや地域枠組み 諸国 の政治的つながりの強化 図っているのである。
他方域外諸国にとって、ＦＴＡやＴＡＣ
および様々な多国間制度枠組みを通じたＡＳＥＡＮとの関係強化は、ＡＳＥＡＮ諸国に対する影響力の確保および増大により、それぞれにとって地域秩序のあり方を自国に都合の良いものとするための戦略である。そして、今まさ ＳＥＡＮを中心としたような制度的連携の図が描け ということは、複数の域外諸国がＡＳＥＡＮを巡る連携合戦をしており、一国 み 圧倒 優位にたつことをお互いに牽制している状況であることを示している。
そしてＡＳＥＡＮ諸国は、中国であれ日
本であれアメリカであれ、どこか が突出して自国に影響力を行使するような形地域秩序の り方を望ん はい い よってＡＳＥＡＮ諸 自身、複数の主要な諸国との連携関係を強化し、それらの間での力のバランスが取れることを望んでいる。また域外諸国も、お互いに深刻な摩擦を生んでまで、あからさまに東アジ における
影響力増大を図ることは、長期的に見て望ましくないと考えている。つまり、ＡＳＥＡＮ諸国と域外諸国とは奇妙な形で利害が一致しているのである。よって、ＡＳＥＡＮが「ハブ」となっているこの状態 ＡＳＥＡＮ諸国および域外諸国がともにＳＥＡ を核とするハブ構造を通じて、何とか制度的まとまりを維持しながら、新たな地域秩序を構築しつつある流れを反映している も解釈できるのである。●ＡＳＥＡＮの求心力の低下？
しかしながら、 「ハブ」としてのＡＳＥ







いる。この枠組みにおいて、金融サ ビスや投資についての協力も進めよう しており、〇八年九月にはアメリカもこ 経済連携の正規の加盟国となるべく交渉を開始することを発表した
またＡＳＥＡＮの知識共同体コミュニ
ティにおける重鎮の一人である、インドネシア国際戦略研究センター（ＣＳＩＳ）のユスフ・ワナンディが、オーストラリア、中国、インド、インドネシア、日本、韓国ロシア、アメリカという八カ国から構成される「東アジアＧ８」を新たに設立すべきであるという構想を打ち出した。この「東アジアＧ８構想」からは、地域において大国間協調と強力なリーダーシップの発揮による実効性ある地域秩序運営を現実のものとする、新たな枠組み形成を目指す意図が透けて見える。また〇八年六月にはオーストラリアのラッド首相が、アジ 太平洋における経済お び安全保障にまたがる包括的な問題を取り扱う新たな地域枠組みを提唱したが、そこで具体名があがったのはメリカ、日本、中国、インド、インドネシアといった国々であった、東アジアＧ８構想もラッド構想も、ＡＳＥＡＮという とまりを重視しているとは到底解釈できない。
このように現在、ＡＳＥＡＮを「ハブ」
とする形での域外諸国との連携が強化される動きと、一部のＡＳＥＡＮ諸国が、ＡＳＥＡＮ しての一体性を重視せずに独自で域内外との連携を進める動きとが並行している。いずれにせよ、これらの動きは、ＡＳＥＡＮそのも の将来のみならず、東アジアにおけるアーキテクチャー 構造、ひいては東アジア地域秩序 あり方に大きな影響を与えると考えられる。
（おおば
　
みえ／東京理科大学）
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地域制度としてのASEAN 
